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研究成果の概要（和文）：コンテンツ・ビジネスの現在の市場の成長の仕方は特定性を低くする側面があるため、新規
顧客を獲得しようとする企業にとっても、新規顧客にとっても望ましい。そして、アニメーション・ビジネスの分析を
進めると、商品販売やキャラクターショー、ミュージカル等の各種イベントといった関連事業のセグメントに伸びが見
られることが明らかとなった。また、インターネットを介した配信の効果として、プロモーション効果が重要な役割を
果たすことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Since the growth of the current market of content business has an aspect of low sp
ecificity, this is beneficial to companies trying to attract new clients, as well as to the clients themse
lves. On analyzing animation businesses further, growth is clearly evident in related business segments, i
ncluding merchandise sales and events such as performances of characters and musicals. In addition, the di
stribution of information via the Internet is effective in the animation businesses, as this plays a key r
ole in promoting business. 
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１．研究開始当初の背景 
コンテンツ・ビジネスは、情報通信技術の
進化の影響を強く受け、市場規模を拡大して
きているが、今後が一層期待される日本の重
要な輸出産業であるにも関わらず、経済的側
面からの研究が十分になされてきていない。
そこで、情報通信技術の進化の影響を受けて
いるコンテンツ・ビジネスという視点からア
ニメーションをとらえることによって、その
取引拡大化要因に、取引コスト理論から接近
しようとするのが本研究である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、取引コスト・アプローチ
に基づいて、アニメーション・ビジネスにお
ける取引を円滑にし拡大するための枠組み
を研究することにある。この目的達成により、
アニメーションの輸出国である日本のアニ
メーション産業のさらなる発展を支持する
ための取引拡大化要因を明らかにし実践上
の方向性を示す。 
 
３．研究の方法 
当研究においては、アニメーション・ビジ
ネスにおける取引について取引コスト理論
から接近することによって、取引を拡大して
いく上での課題を明らかにするとともに取
引拡大化に向けた枠組みの提案を行う。本研
究の目的を達成するにあたっては、アニメー
ション・ビジネスの現状に関する調査および
コンテンツの取引に関する現状の調査と、情
報通信技術を背景とした取引を理論的に読
み解くための取引コスト理論研究が両輪と
なり、本研究の目的に向う。 
 
４．研究成果 
情報通信技術の進化によって、現在のコン
テンツ・ビジネスの構造は、従来のコンテン
ツ・ビジネスの構造とは異なってきており、 

図１ アニメ配信売上高 

現在のコンテンツ・ビジネスは、インターネ
ットを用いる配信によって特徴づけられて
いる。これはアニメーション・ビジネスにお
いても該当するところであり、アニメーショ
ンの配信による売上高を図１のように見る
ことができる。 
そして、アニメーション・ビジネスにおい
ては、比較的に積極的に無料配信を活用する
ビジネスモデルも採用されてきている。情報
通信技術の進化に伴って、従来のコミュニケ
ーション方法と相違する方法を選択するこ
とが可能になり、当事者間の地理的な距離に
依存せずにコミュニケーションをとること
を可能にするという部分があることから、一
層取引コスト節約的な方法でコミュニケー
ションをとることが可能になるということ
であり、こうしたことが、新たなビジネスモ
デルの創出に貢献するところとなる。 
 コンテンツの流通形態に注目すると、パッ
ケージによって流通するパッケージコンテ
ンツと、ネットワーク上で流通するネットワ
ークコンテンツに大別することができるが、
特定性の視点からアプローチするならば、ネ
ットワークコンテンツの特定性のほうが低
い。そして、現在のような市場の成長の仕方
は、特定性を低くする側面があるため、新規
顧客を獲得しようとする企業にとっても、ま
た、新規顧客にとっても、望ましい。さらに、
課金の容易性を高めることによって、取引の
一連のプロセスを円滑に完結しやすくする
側面もある。取引の一連のプロセス全体の中
で、企業にとって重要なことのひとつに、製
品やサービスの提供と引き換えに、対価を受
け取るということがある。これを妨げるもの
として、すなわち、取引コストを上昇させる 
一因として、海賊版のコンテンツの存在があ
る。ネットワークコンテンツの場合には、認
証機能によって、課金を容易にすることが可
能であり、そのため、取引において生じる摩 
 

図２ アニメビデオソフト出荷金額 
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擦、すなわち、取引コストを引き下げること
が可能になるのである。正規の新規顧客の獲
得を考える場合、パッケージコンテンツから、
ネットワークコンテンツへのシフトは、取引
コストの低下を導くものであるから、このよ
うな市場の成長の仕方は、望ましいものと言
える。 
そして、インターネットを介したアニメー
ションの配信は、DVD などのパッケージ販売
にも影響が及ぶ。図２に見るように、アニメ
ビデオソフトの出荷金額には、減少傾向が見
られる。 
アニメーションは現在多くの作品が3ヶ月
前後で完結し、その続編に関しては DVD など
の売上が重要な要素となる。そして、続編へ
と続くことにより、商品化やイベントといっ
た収益に繋がる機会を増加させることにな
る。 
インターネットを介した配信のメリット
として、プロモーション効果をあげることが
できる。動画投稿サイトと契約し、期限付き
で無料配信をしている例もあるが、こうした
形態のメリットとして、無料であるならば視
聴するといった、もともと当該アニメーショ
ンに強い選好をもたない層が、こうした無料 
 
表１ 東映アニメーション経営分析結果 

図３ 東映アニメーション利益 
 
配信を通じてその後の継続的視聴へと誘導
されるきっかけになるということである。現
在の情報通信環境下においては、インターネ
ットを介して容易に外国のコンテンツを入
手することも可能であるため、タイムラグを
考慮せず外国に居住する顧客層にもさまざ
まなコンテンツを知ってもらうことが可能
となっている。 
 さらに、個別の企業の視点として、アニメ
ーションの製作、販売を手掛ける代表的企業
として東映アニメーションを取り上げ、これ
について経営分析を行った結果が表１であ
る。東映アニメーショングループは、主に劇
場・テレビ向けの各種アニメ作品等の企画・
製作及び放映権等の販売を行う映像製作・販
売事業、製作した作品の商品化権等に基づき
作品のキャラクターの使用を許諾しロイヤ
リティを得る版権事業、キャラクター商品等
の販売、キャラクターショーやミュージカル
等の各種イベントといった各種事業を行う
関連事業を主たる業務としている。これにつ
いて経営分析を行ったところ、平成 21 年か
ら 23年にかけてＶ字回復を見ることができ、
またそれは図３によって、営業利益、経常利
益で見ても実現していることが確認できる
のであるが、さらにセグメント別販売実績割
合を算出し、表２によるそれと照らし合わせ
ると、商品販売や関連事業割合の伸びと軌を
一にするものであることが明らかとなった。 
 以上のことから、当研究の成果は次のよう
にまとめられる。 
情報通信技術の進化により、現在のコンテ
ンツ・ビジネスは、インターネットを用いる
配信によって特徴づけられている。それは情
報通信技術の進化に伴って、当事者間の地理
的な距離に依存せずにコミュニケーション
をとることが可能になる部分があることか
ら、一層取引コスト節約的な方法でコミュニ
ケーションをとることが可能になることに
因っている。しかしながら、アニメーショ
ン・ビジネスといえども、すべてが情報通信 
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表２ 東映アニメーションセグメント別 
販売実績割合 

 
技術を介したコンテンツ取引に集約される
わけではなく、ここにアニメーション・ビジ
ネスの広がりが確認される。 
コンテンツの取引について、特定性の視点
からアプローチすると、ネットワークコンテ
ンツの特定性が低い。現在の市場の成長の仕
方は特定性を低くする側面があるため、新規
顧客を獲得しようとする企業にとっても、新
規顧客にとっても望ましい。そして、アニメ
ーション・ビジネスの分析を進めると、商品
販売やキャラクターショー、ミュージカル等
の各種イベントといった関連事業のセグメ
ントに伸びが見られることが明らかとなっ
た。 
アニメーション・ビジネスにおけるインタ
ーネットを介した配信の効果として、プロモ
ーション効果が重要な役割を果たす。動画投
稿サイトと契約した有期の無料配信という
方法もあるが、無料配信のメリットとして、
無料であるならば視聴するといった、当該ア
ニメーションに強い選好をもたない層を、無
料配信を通じてその後の継続的視聴に誘導
する契機にしうることがあげられる。情報通
信環境の活用に基づき、タイムラグを考慮せ
ず、国境を越える顧客に多様なコンテンツの
一部あるいは全部を、取引コスト節約的に供
給することが可能であり、インターネットを
介して外国のコンテンツを入手することも、
取引コスト節約的に実現可能なのである。 
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